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福 島 労 働 局 発 表　
平成２４年６月２９日
事業主の皆様　改正に伴う就業規則の見直しはお済みですか？
改正育児・介護休業法が全面施行されます！
～平成24年7月1日からスタート～
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１　改正育児・介護休業法の全面施行

· 平成２４年７月１日より、従業員数が100人以下の事業主についても、次の

制度が適用開始となります。
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１　３歳までの子のための『短時間勤務制度』（所定労働時間の短縮措置）
　　　　1日の所定労働時間を短縮して6時間とできる制度

２　３歳までの子のための『所定外労働の制限』
　　　　事業所の所定労働時間を超える労働を免除する制度

３　対象家族のための『介護休暇』
　　　　対象家族の介護その他の世話のため休むことのできる短期の休暇制度

· これまで施行されてきた改正内容（平成21年6月改正分）

＜第１次施行＞　平成２１年９月３０日施行
　苦情処理・紛争解決の援助、企業名の公表制度及び虚偽の報告等に対する過料の創設

＜第２次施行＞　平成２２年４月１日施行
　調停制度の創設

＜第３次施行＞　平成２２年６月３０日施行

（1） 子育て期間中の働き方の見直し

· ３歳までの子のための

『短時間勤務制度』（１日の所定労働時間を短縮して６時間とできる）の義務化
　『所定外労働時間の制限』（所定外労働を免除できる）の義務化
· 小学校就学前の子のための『子の看護休暇』の見直し
· 付与日数の拡充（小学校就学前の子が２人以上の場合は年１０日まで）
· 取得事由の拡充（子の予防接種や健康診断での取得も可能）
（2） 父親も子育てができる働き方の実現

· 父親の育児参加促進のための『育児休業制度』の見直し
· 両親がともに育児休業を取得する場合、子が１歳２ヶ月までの間で１年間の育児休業を取得可能とする特例「パパ・ママ育休プラス」
· 子の出生後８週間以内に育児休業を取得した場合、再度の育児休業取得を可能とする出生後８週間以内の育児休業の特例
· 労使協定による専業主婦（夫）等除外規定の廃止により、配偶者が専業主婦

（夫）や育児休業中であっても育児休業の取得が可能

（3） 仕事と介護の両立支援

　○　介護その他の世話のための短期の『介護休暇』の創設、義務化
· ただし、従業員数が１００人以下の事業主については、（１）のうちの短時間勤務制度の義務化、所定外労働の制限の義務化、（３）介護休暇の義務化については、平成２４年６月３０日まで適用猶予
２　平成23年度育児・介護休業法施行状況　

（1） 雇用均等室への相談状況

　平成23年度の相談件数は1,306件と、改正育児・介護休業法が本格的に施行され事業主からの相談が多く寄せられた前年度（2,699件）と比較すると、約半数となっているものの、施行前の平成21年度（735件）と比べると約1.8倍であった。

相談者の内訳をみると、労働者からの相談が104件(8.0%)、事業主からの相談が949件（72.7%）と事業主からの相談が7割を占め、引き続き改正法に基づく規定整備等の相談が多い状況が見られた。労働者からの相談件数は若干減り、施行前の平成21年度と同水準となっている。（図１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図１）
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　相談の内容別でみると、育児関係では、育児休業制度への相談が22.9％、次いで所定労働時間の短縮措置等（育児短時間勤務）が15.9％、子の看護休暇制度が11.1％、介護関係では、介護休業制度への相談が20.4％、次いで介護休暇制度が16.3％、所定労働時間の短縮措置等（介護短時間勤務等）が13.3％と、改正があった制度を中心に相談が多く寄せられ、育児関係の相談が800件（61.3%）、介護関係の相談が504件（38.6%）となった。（図２、表１）

全体としては、育児休業制度への相談が183件（14.0%）と最も多く、それに次ぐ育児のための所定労働時間の短縮措置等127件(9.7％)と併せて全体の2割以上を占めている。
労働者からの相談としては、介護関係の相談件数が年々増加傾向にある。（表１）
（図２）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（表１）
相談内容の内訳の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）
	事　項
	２１年度
	２２年度
	２３年度

	
	合計
	うち    労働者
	合計
	うち  　  労働者
	合計
	全体に占める割合（％）
	うち    労働者
	各事項に占める割合（％）

	育児に関すること
	休業制度
	211
	34
	358
	36
	183
	(14.0)
	32
	(17.5)

	
	休業等に係る不利益取扱い事案
	29
	18
	33
	21
	17
	(1.3)
	13
	(76.5)

	
	看護休暇制度
	55
	7
	202
	7
	89
	(6.8)
	10
	(11.2)

	
	所定外労働の制限
	　
	　
	106
	1
	70
	(5.4)
	1
	(1.4)

	
	時間外労働の制限の制度
	36
	5
	147
	1
	66
	(5.1)
	1
	(1.5)

	
	深夜業の制限の制度
	35
	6
	152
	5
	69
	(5.3)
	5
	(7.2)

	
	所定労働時間の短縮措置等
	94
	18
	285
	24
	127
	(9.7)
	11
	(8.7)

	
	休業期間等の通知
	　
	　
	96
	0
	70
	(5.4)
	1
	(1.4)

	
	その他
	106
	8
	339
	13
	109
	(8.3)
	15
	(13.8)

	
	小　計
	566
	96
	1718
	108
	800
	(61.3)
	89
	(11.1)

	介護に関すること
	休業制度
	57
	5
	197
	7
	103
	(7.9)
	9
	(8.7)

	
	休業等に係る不利益取扱い事案
	0
	0
	0
	0
	0
	(0.0)
	0
	(0.0)

	
	介護休暇
	　
	　
	125
	3
	82
	(6.3)
	4
	(4.9)

	
	時間外労働の制限の制度
	23
	0
	128
	0
	62
	(4.7)
	1
	(1.6)

	
	深夜業の制限の制度
	22
	0
	130
	0
	60
	(4.6)
	0
	(0.0)

	
	所定労働時間の短縮措置等
	27
	1
	142
	0
	67
	(5.1)
	0
	(0.0)

	
	休業期間等の通知
	　
	　
	88
	0
	59
	(4.5)
	0
	(0.0)

	
	その他
	40
	0
	169
	2
	71
	(5.4)
	1
	(1.4)

	
	小　計
	169
	6
	979
	12
	504
	(38.6)
	15
	(3.0)

	職業家庭両立推進者に関すること
	0
	0
	2
	1
	2
	(0.2)
	0
	(0.0)

	　合　　計
	735
	102
	2,699
	121
	1,306
	(100.0)
	104
	(8.0)


（2） 是正指導の状況
　雇用均等室では、育児・介護休業法の円滑な施行のため、計画的に事業場に報告徴収を実施し、育児・介護休業制度等の規定に不備がある等、法に照らし問題がある場合には、助言・指導等を行い、その是正を図っている。

　平成23年度は、89事業所に対し報告徴収を実施し、このうち努力義務規定を含め法違反のあった81事業所（91.0%）に対し、延べ428件の是正指導を行い、そのほとんどが是正されている。

内容別では、子の看護休暇62件（14.5%）、次いで育児休業59件（13.8%）、など、平成22年6月30日より全事業所に施行されている改正内容に係る指導が多くなっている。

　

（3） 育児･介護休業法に基づく紛争解決援助の状況
　改正育児・介護休業法では、育児休業の取得等に伴う労使間の紛争について、早期解決を目指す「労働局長による紛争解決の援助」や、第三者機関である両立支援調停会議により紛争解決を援助する「調停制度」を設けている。

　平成23年度は、労働局長による紛争解決の援助の申立は2件あり、いずれも女性労働者からの育児休業に係る不利益取扱いであり、解決している。調停制度の申請はなかった。

＜紛争解決事例＞
育児休業後、復帰先がないとして退職を求められたケース

【女性労働者からの申立内容】

　育児休業から復職しようとしたところ、会社が大変な状況で仕事がないとして退職を求められた。当初は復職希望であったが、退職せざるを得ない状況となったため金銭補償を希望。

【雇用均等室における援助内容】

　事業主に確認したところ、震災の影響で経営が厳しくなったことにより人員削減が必要となった結果との回答。雇用均等室では、育児休業を取得した申立者のみを人員削減の対象とすることは、育児休業取得を理由とする不利益取扱いにあたる可能性が高いことから、本来であれば申立者の復職を求めるところであるが、申立者は退職せざるを得ない状況となったとして、申立者の希望である金銭補償による解決について助言。

【結果】

　会社都合の退職による金銭補償を行うことで労使合意し、解決。
　　

〈添付資料〉

１　改正育児・介護休業法が全面施行されます（リーフレット）

２　育児・介護休業法のあらまし（リーフレット）

３　紛争解決援助制度のご案内（リーフレット）
	

	

	

	

	

	

	

	

	





男女ともに仕事と家庭の両立ができる働き方の実現を目指し、平成２１年６月に改正され


た「育児・介護休業法」が、平成２４年７月１日より全面施行されます。


改正内容のうち、これまで従業員数100人以下の事業主に適用が猶予されていた、①育児


短時間勤務制度、②育児のための所定外労働の制限、③介護休暇が適用開始となります。


そのため、福島労働局（局長　河合智則）では、全面施行を控え、平成２４年６月１９日


に「男女がともに働きやすい職場づくりセミナー」（～改正育児・介護休業法全面施行直前


セミナー～）を開催した他、今後も改正法に基づく制度について、規定整備を始め利用しや


すい職場環境づくりに向けて、改正法の周知を徹底していくこととしています。


なお、当局における平成２３年度の育児・介護休業法の施行状況についても、併せて発表


します。











　平成23年度相談の内容　　　　　　（単位：％） 
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